nihon no kazoku no shohi : kakukazoku no famiri raifu saikuru no shiten kara by 岩本 光一郎





経済学研究科長  永田 良 殿 
 
審査委員 














































補論 A 日本の家族の小規模化～小家族化 
補論 B データの調整について 




2.2.2. 我が国における家族のライフステージ ：再集計 
2.3. 計量分析 
2.3.1. 分析 I：ライフステージ 
2.3.2. 分析 II：資産構成 
2.3.2. 推定結果考察 
2.4. 結論：今後の展望 
補論 A データの調整について 
補論 B 推計モデルの導出過程 









補論 A データの調整について 
補論 B 月次データによる推定結果 
































































































の時間連続性・不分割性 (time non-separability)という。ここでは、この time 
non-separabilityを「消費の粘着性」と云う言葉で表している。これは、物価変動における
粘着価格(sticky price)という言葉に倣った表現である―は、消費習慣形成と云うより、同じ
く消費の time non-separabilityの一種であるものの、習慣形成と逆方向の影響を消費に与
える「消費の耐久性」と整合的傾向を示すこと、を指摘している。２）の結果は前章の擬
似パネルデータ分析と同様に、本章の真パネルデータ分析でも日本の家族消費に習慣形成
の確証を得られず、むしろ反対の方向性を持つ消費の耐久性と整合的という結果が得られ、
家族消費の粘着性についての、習慣形成の観点からの解明には至らなかった、と本章は結
論する。 
（本章は、生活経済学会第 20回研究大会(2004年 6月）での報告論文「家族のライフステ
ージ推移と消費行動との関係」に対する討論者のコメントを参考に、大幅に加筆・修正し
たものである。） 
 
終章 本研究のまとめと今後の課題 
以上、４つの章の分析結果から、 
１) 日本の平均的家族形態を核家族、若しくは雇用者核家族と理解して、日本の家族の消
費行動分析が可能である、 
２) 家族の消費行動にはそのライフステージの違いが有意に影響を与えている。これは２
章の静学的分析でも、４章の動学的分析でも支持された、 
３) ライフステージにはその固有の消費支出パターンがあり、ライフステージ単位で消費
の粘着性が存在することが確認できた、 
と指摘する。一方、今後の研究課題として消費の粘着性を生み出すメカニズムを、より細
分化された費目支出別のパネルデータ、消費の習慣形成と耐久性を同時に考慮した新しい
モデルを利用して解明することを上げている。 
 
3. 本論文の評価・学術的貢献 
本学位申請論文は、消費行動の分析に家族という視点を取り入れることにより、ファミ
リー・ライフサイクルに沿った消費行動の変化の考察、および恒常所得仮説・習慣形成と
いった消費行動分析の学説史上重要な仮説の検証を試みたものである。とくに、ファミリ
ー・ライフサイクルを統計データに基づいて定義し、そのうえでファミリー・ライフサイ
クルの消費行動への影響を計量経済分析により考察しており、ここに本学位申請論文の主
たる特徴がある。 
著者の主たる貢献は、分析対象を核家族に限定することにより、統計データに基づくフ
ァミリー・ライフサイクルを定義可能にしたうえで、ファミリー・ライフサイクルを考慮
した消費行動の計量経済分析を行ったことである。第１章で示されたように核家族は現代
における代表的な家族のタイプであるから、分析対象とする家族のタイプを限定せざるを
得ないとすれば、核家族を対象とすることは適切な選択であるといえる。また、分析対象
を核家族に限定したことで、世帯と家族を（ほぼ）同一視できるため、家族ではなく世帯
を単位として調査された統計データの利用を可能にしている。 
本論文の各所から、分析対象を核家族に限定するに至るまでの家族の消費についての膨
大なデータの詳細な検討、および、分析対象を核家族に限定してもなお困難で試行錯誤を
伴うファミリー・ライフサイクルについてのデータの整理を、著者が丁寧かつ確実に行っ
てきたことが分かる。また本論文は、林（1986）、北村（2005）と並んで、わが国の消費に
おける習慣形成についてパネルデータを用いて検討した数少ない研究例であり、これらの
点も本論文の重要な貢献である。 
予備審査における修正要求に対しては、次のように適切な対応がなされている。まず、
文献レビューが不足しているとの指摘に応じて、膨大な量の文献レビューを行って序章を
改訂することで、本論文の位置付けが明確にされている。その内容と分量から、この文献
レビュー自体が十分な学術的貢献をなしていると言えよう。また、本論文における核家族
（殊に雇用者核家族）の取扱についてデータに基づいて論じた第 1 章について、論理の飛
躍があるとの指摘に応じてこれを改訂し、核家族が現代日本の代表的な家族のタイプであ
ることを確認して、第 2 章以降の分析の位置付けが明確にされている。さらに、消費費目
のうち住居費、医療費などの概念調整や耐久消費財の取扱に関する指摘に応じて、論文全
体に渡ってデータセットの見直しを行い、適切に概念調整を行うか、あるいは概念調整が
できない理由を明記して残された課題を明確にしている。結果として、本論文における計
量分析の多くの計算が改訂され、公刊済みの原論文を超えた優れたものとなっている。な
お、ここでの詳細な記述は省略するが、その他のほとんどすべての修正要求についても、
十分かつ適切な対応がなされている。 
恒常所得仮説・習慣形成についての計量経済分析はこれまでも行われてきたが、仮説を
支持する結果・支持しない結果の双方が報告されている。ライフステージの影響をコント
ロールすることにより、仮に、恒常所得仮説・習慣形成を全面的に支持する結果が得られ
たとすれば、それはとても分かりやすい結果として受け入れられたであろう。残念ながら
（というべきかは議論の余地があるが）本学位申請論文では、そのような結果は得られて
いない。しかし、この分析結果は、これまでは家計あるいは世帯という単位で捉えられる
ことの多かった消費行動の分析に、家族という視点を取り入れた著者の貢献を損ねるもの
ではなく、高い独創性を有しているといえる。このことは、本学位申請論文の主たる内容
が査読付き学術雑誌である『生活経済学研究』『早稲田経済学研究』に掲載されていること
からも裏付けられる。とくに『生活経済学研究』掲載論文は、この貢献により平成 15年に
生活経済学会奨励賞を授与されており、学会において高く評価されていることを付記して
おく。 
 
4. 結論 
審査委員は、以上の評価に基づき、本学位申請論文が博士学位論文に値すると全員一致
で判定する。 
以上 
 
